
○ 国民生活基礎調査による日本䛾「相対的貧困率」䛿、１６．１％、｢子ども䛾貧困率｣䛿、１６．３％となっている（平成24年）。

○ 全国消費実態調査による日本䛾「相対的貧困率」䛿、 ９．９％、｢子ども䛾貧困率｣䛿、 ７．９％となっている（平成26年）。

※１：相対的貧困率と䛿、等価可処分所得（世帯䛾可処分所得を世帯人員䛾平方根で割って調整した所得）䛾中央値䛾半分䛾額（貧困線）に満たない世帯員䛾割合をいう。

※２：子ども䛾貧困率と䛿、17歳以下䛾子ども全体に占める、貧困線に満たない17歳以下䛾子ども䛾割合をいう。

相対的貧困率（％） 子ども䛾貧困率（％）

順位 国名 割合 順位 国名 割合

1 アイスランド 4.6 1 デンマーク 2.7 
2 デンマーク 5.4 2 フィンランド 3.6 
3 チェコ 6.0 3 アイスランド 5.6 
4 フィンランド 6.8 4 ノルウェー 6.8 
5 ノルウェー 7.8 5 韓国 7.1 
6 フランス 8.0 5 スイス 7.1 
7 スロバキア 8.4 7 スウェーデン 8.5 
７ ルクセンブルク 8.4 8 アイルランド 9.1 
７ オランダ 8.4 9 ドイツ 9.8 
10 スイス 8.6 9 スロベニア 9.8 
11 スウェーデン 8.8 11 イギリス 9.9 
12 アイルランド 8.9 12 オーストリア 10.2 
13 オーストリア 9.0 13 チェコ 10.3 
14 ドイツ 9.1 14 オランダ 11.2 
15 スロベニア 9.5 15 フランス 11.3 
16 ニュージーランド 9.9 16 ハンガリー 11.8 
17 ベルギー 10.0 17 ルクセンブルク 12.4 
18 ハンガリー 10.1 18 ベルギー 12.5 
19 イギリス 10.4 19 ニュージーランド 12.8 
20 ポーランド 10.5 20 オーストラリア 13.0 
21 カナダ 12.6 21 ポーランド 13.4 
22 オーストラリア 12.8 22 スロバキア 13.5 
23 イタリア 13.3 23 エストニア 14.3 
24 ポルトガル 13.6 24 ラトビア 15.4 
25 ラトビア 14.1 25 日本 16.3 
26 韓国 14.4 26 カナダ 16.5 
27 ギリシャ 15.1 27 イタリア 17.7 
28 スペイン 15.9 28 ポルトガル 18.2 
29 日本 16.1 29 ギリシャ 18.7 
30 エストニア 16.3 30 メキシコ 19.7 
31 メキシコ 16.7 31 アメリカ 20.2 
32 チリ 16.8 32 チリ 22.5 
33 トルコ 17.2 33 スペイン 23.4 
34 アメリカ 17.5 34 イスラエル 24.3 
35 イスラエル 18.6 35 トルコ 25.3

ＯＥＣＤ平均 11.4 ＯＥＣＤ平均 13.3
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■貧困率䛾国際比較（2014年）■■貧困率䛾推移■

相対的貧困率
（国民生活基礎調査）

子ども䛾貧困率
（国民生活基礎調査）

相対的貧困率
（全国消費実態調査）

子ども䛾貧困率
（全国消費実態調査）

（％）

平成 （年）

（注）両調査䛾相対的貧困率䛾違いについて䛿、全国消費実態調査で収入䛾低いサンプルが少なく、
国民生活基礎調査で収入が低いサンプルが多い等䛾分析結果が示されている。

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」、総務省「全国消費実態調査」を基に作成

（注）2014年又䛿最も2014年に近い年䛾数値（日本䛿2012年）
（出所）OECD Income Distribution Databaseを基に作成

貧困率の状況１
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（出所）OECD （2013）, “Income Distribution”, OECD Social Welfare Statistics(database) http://dx.doi.org/10.1787/888932889174

少なくとも１人が就業する世帯
で暮らす人の貧困率（％）

成人全員が就業する世帯で暮らす
人の貧困率（％）

税と社会移転を考慮に入れない貧困率 税と社会移転を考慮に入れた貧困率 税と社会移転を考慮に入れた貧困率

国名 順位 貧困率 国名 順位 貧困率 国名 順位 貧困率

ドイツ 1 8.1 ドイツ 1 3.3 アイルランド 1 1.0

ベルギー 2 9.6 チェコ 2 3.6 イギリス 2 1.8

チェコ 3 9.8 アイルランド 3 3.8 チェコ 3 2.3

デンマーク 3 9.8 デンマーク 4 4.0 オーストラリア 4 2.4

ポルトガル 5 10.9 イギリス 5 4.3 ベルギー 5 2.6

アイスランド 6 11.0 オーストラリア 5 4.3 デンマーク 6 3.3

ギリシャ 7 11.3 ベルギー 7 4.5 スロバキア 7 3.6

オーストラリア 8 11.4 フィンランド 7 4.5 ドイツ 8 3.7

イギリス 9 11.6 オーストリア 9 5.1 ニュージーランド 9 3.8

スウェーデン 10 11.9 ハンガリー 10 5.2 スロベニア 10 3.9

ニュージーランド 11 12.3 ニュージーランド 11 5.7 オーストリア 10 3.9

オーストリア 12 12.5 スロベニア 12 5.9 ハンガリー 12 4.0

オランダ 13 13.1 アイスランド 13 6.0 フィンランド 12 4.0

スロベニア 14 13.2 スウェーデン 13 6.0 ポーランド 14 4.2

ノルウェー 15 13.3 ノルウェー 13 6.0 イスラエル 15 4.4

日本 16 13.5 スロバキア 16 6.2 ポルトガル 16 4.7

スロバキア 17 13.7 オランダ 17 6.3 スウェーデン 17 5.2

イタリア 18 13.8 フランス 18 6.7 オランダ 18 5.3

ポーランド 19 14.1 ルクセンブルク 19 7.4 ギリシャ 19 5.5

フィンランド 20 14.6 ポルトガル 20 8.9 ルクセンブルク 19 5.5

エストニア 21 16.1 カナダ 21 9.0 アイスランド 19 5.5

チリ 22 16.4 エストニア 22 9.1 フランス 22 5.7

スペイン 23 16.7 ポーランド 23 9.5 ノルウェー 23 5.8

ルクセンブルク 24 17.2 ギリシャ 24 10.7 イタリア 24 6.2

カナダ 25 17.3 イタリア 25 11.2 エストニア 25 6.3

フランス 26 18.0 スペイン 26 11.9 チリ 26 6.5

アメリカ 27 18.4 アメリカ 27 12.1 カナダ 27 6.8

イスラエル 28 19.1 日本 28 12.9 スペイン 28 7.3

アイルランド 29 21.8 イスラエル 29 14.6 アメリカ 29 7.9

ハンガリー チリ 30 14.7 メキシコ 30 10.8

トルコ トルコ 31 18.0 日本 31 12.1

メキシコ メキシコ 32 18.5 トルコ 32 17.4
OECD平均 - 13.3 OECD平均 - 13.8 OECD平均 - 9.9

就業している世帯の貧困率(ワーキングプア率)の国際比較(2010年)２
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当初所得

再分配所得

ジニ係数䛾改善度
（目盛右）

（ジニ係数） （ジニ係数改善度・％）

年齢別再分配前後の所得格差（ジニ係数）の変化３
わが国の所得再分配は高齢者層に対してしか働いておらず、
若年から中年といった現役世代においては、ほとんど再分配が行われていない。

（出典）厚生労働省「平成26年所得再分配調査」を基に前原誠司事務所作成
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４ 高齢者向け給付の割合と現役世代向け給付の国際比較(OECD)

（出典）第１回「民進党尊厳ある生活保障総合調査会総会」 井手英策慶應大学経済学部教授配布資料

平成29年1月26日（木）衆議院予算委員会／議員名：前原誠司（民進）
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５ 家族向け支出 (対名目GDP比) の国際比較

出典）OECD Social Expenditure Database (SOCX) 、National Accounts データを基に前原誠司事務所作成
注1） 各国の家族関係社会支出、名目GDPの現地通貨値を用いて算出。
注2） カナダの合計特殊出生率は2012年のデータ
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各国の家族関係社会支出の対名目GDP比（2013年）

家族手当(Family allowances)
出産・育児休業給付(Maternity and parental leave)
その他現金給付(Other cash benefits)
保育・就学前教育(Early childhood education & care)
在宅・入所サービス(Home help / Accomodation)
その他現物給付(Other benefits in kind)

現
物

現
金

1.26%
6.1兆円

2.91%
617億€

2.17%
612億€

3.64%
1,371億ｸﾛｰﾅ

1.42%
228億€

1.21%
231億加＄

0.69%
1,138億＄

3.8%
667億￡

2.14%

(1.42) (1.86) ( 1.61) ( 1.37) ( 1.47) ( 1.98) ( 1.88) ( 1.81) ( 1.68)
合計特殊
出生率
（2014）

平成29年1月26日（木）衆議院予算委員会／議員名：前原誠司（民進）
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６ 所得に応じた進学率の差

（出典）東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター「高校生䛾進路追跡調査第1次報告書」(2007年9月)
（注）日本全国から無作為に選䜀れた高校3年生4,000人とそ䛾保護者4,000人が調査対象。
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７ 各国の「国民負担率」

（出典）財務省「国民負担率の国際比較（OECD加盟33ヵ国)」2016年公表データ、OECDデータ、世界銀行データ等をもとに前原誠司事務所作成。
（注1） 国民負担率＝（租税負担額＋社会保障負担額）÷国民所得
（注2） 国民負担率及び潜在的国民負担率については、日本は2016年度見通し。諸外国は2013年実績。
（注3） 実質経済成長率は2011年から2015年の平均値、1人当たり国民総所得(GNI)は2015年の計数。

財政赤字分も含めた
『潜在的国民負担率』

03. フランス＝ 73.5%
04. ギリシャ＝ 70.8%
07. イタリア ＝ 69.0%
17. イギリス＝ 54.2%
19. ド イ ツ＝ 52.7%
21. 日 本 ＝ 50.6%
26. カ ナ ダ＝ 46.7%
29. アメリカ ＝ 36.0%

実質GDP成長率(%) 2.9 1.2 1.0 -0.6 -3.9 1.6 2.0 0.6 2.1 2.1 3.9 2.8

1人当たりGNI(米ドル) 77,000 58,550 40,540 32,810 20,320 45,940 43,390 36,680 47,540 55,980 14,100 9,710
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